再評価調書
１事業概要

	事業名
	一般府道　本堂高井田線（EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(あおたに),青谷)バイパス）

	担当部署
	都市整備部交通道路室道路整備課道路建設グループ（連絡先　06－6944－9276）

	事業箇所
	大阪府柏原市青谷

	再評価理由
	・事業採択後5年未着工

	目的
	本路線は、国道25号から柏原市青谷地区を経て、奈良県EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(さんごうちょう),三郷町)で国道25号に至る延長約7.6ｋｍの府県間連絡道路である。
　青谷地区のバイパス整備をすることにより、既存集落部内の現道狭隘部や線形不良箇所の解消を図るとともに、奈良県方面との円滑な交通の流れ、現道を利用する歩行者・自転車の安全性の確保を目的とする。

	内容
	道路改築

延長：440ｍ

　幅員：7.0ｍ（車道：2車線、歩道なし）

　　　・車道：2車線（3.0ｍ×2）

	事業費

（　）内の数値は
計画時点（又は前回評価時点）のもの
	全体事業費：約7.0億円（約　7.0億円）
（内訳）調査費等約0.5億円（約　0.5億円）
用地費　約3.0億円（約　3.0億円）
　　　　　工事費　約3.5億円（約　3.5億円）
	【工事費の内訳】

道路築造他　約3.5億円

	事業費の変更理由
	【事業費変動要因の状況】

‐
【他事業者との協議状況】
‐

	維持管理費
	2.7百万円／年・km（過去5年間の平均値）


２事業の必要性等に関する視点
	
	【事前評価時点H19】
	【再評価時点H24】
	【変動要因の分析】

	事業を巡る社会

経済情勢等の変化
	・青谷地区の集落部をバイパス整備することにより、現道の狭隘部や線形不良箇所の解消を図るとともに、奈良県方面との円滑な交通の流れ、現道を利用する歩行者・自転車の安全性の確保を目的とする

・本地区には、小中学校等の公共施設があるが、現道は急勾配で線形が悪く、大型車両の通行が出来ない状況
	同左

	

	
	○交通事故発生状況

H11～18（8ヵ年）：0件
	○交通事故発生状況

H19～23（5ヵ年）：2件
	

	地元等の

協力体制等
	―
	

	
	【事前評価時点H19】
	【再評価時点H24】
	【変動要因の分析】

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	＜代替指標＞

・現道への通過交通の排除による安全性の向上

・車両等の走行性の向上による安全性の向上
・災害時の一時避難地、広域避難地へ避難路の安全性向上するため
【受益者】

地域住民、道路利用者
	＜費用便益分析＞

B/C＝0.1

B=2億円

C=14億円

【算出方法】

国土交通省「費用便益分析マニュアル（平成20年11月）」により算出
【受益者】
地域住民、道路利用者
	

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	［効果項目］

【安全・安心】

交通転換に伴って現道部の安全向上

【快適性】

　線形改良により快適性が向上

【受益者】
　地域住民、道路利用者
	

	事業の進捗状況

＜経過＞

①事業採択年度

②事業着工年度

③完成予定年度
	①H20年度

②H20年度

③H24年度
	①H20年度

②未　定

③未　定
	・財政再建プログラム（案）による公共事業費削減のため、平成20年度以降一時休止となった。現大阪府都市整備中期計画(案)でも休止の位置付けとなっており、完成予定時期は未定。

	＜進捗状況＞
	－


	・全体 0％

（0億円／7億円）

・用地 0％
（0億円／3億円）
・工事 0％
（0億円／4億円）
	

	事業の必要性等に関する視点における判定（案）
	・事業個所は、狭隘かつ急勾配で線形が悪く、大型車両の通行が出来ないため、円滑な交
通の流れ、現道を利用する歩行者・自転車の安全性の確保が必要である。
・現時点では、未着手であることや、事業地の一部に地籍混乱地があり、用地買収までに相
当期間有することが予想され早期に効果を発現できる目処がたたない。
以上のことから、事業を休止する。


３事業の進捗の見込みの視点

	事業の進捗の見込みの視点における
判定（案）
	・事業の必要性に変化はないが、現時点では未着手であることや、事業地の一部に地籍混

乱地があり、用地買収までに相当期間有することが予想され、早期に効果を発現できる

目処がたたない。
・今後、財政構造改革プラン（案）の計画期間が終了する平成25年度末までに行う大阪

府都市整備中期計画（案）の見直しに併せ、本事業の実施判断を見極める。
以上のことから、事業を休止する。


４コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点における
判定（案）
	・本地区は家屋が連たんしており、拡幅工事が困難であることから、代替案、コスト縮減
は難しい
・現計画が最適であるが、未だ未着工であり、早期に効果を発現できる目処が立たない。

以上のことから、事業を休止する。


５特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	

	前回評価時の意見具申と府の対応
	―

	その他
	【上位計画】

・大阪府都市整備中期計画（案）（平成24年3月策定）



６対応方針（原案）

	対応方針（原案）
	○休止
＜判断の理由＞

・事業の必要性に変化はないが、現時点では未着手であり早期に効果を発現できる目処が
たたないため、休止とし、平成25年度末までに行う大阪府都市整備中期計画（案）の見
直しの中で、本事業実施の判断を検討する。



